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東京証券取引所 TOKYO PRO Market への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 

 当社は、本日 2025 年 1 月 30 日、株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Market に上場い

たしました。引き続き変わらぬご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げ

ます。 

 なお、2025年 10月期（2024年 11月 1日から 2025年 10月 31日まで）における当社

の業績予測は以下のとおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別紙のとお

りであります。 

記 

【非連結】                             （単位：千円、％） 

決算期 

 

 

項目 

2025 年 10 月期 

（予想） 

2024 年 10 月期 

（実績） 

 対売上 

高比率 

対前期 

増減率 

 対売上 

高比率 

売 上 高 ―  ―  ―  ―  ―  

営 業 利 益 △263,000 ―  ― △191,878 ―  

経 常 利 益 △305,000 ―  ― △197,054 ―  

当 期 純 利 益 △305,950 ―  ― △157,984 ―  

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 △63.65 △35.26 

1 株 当 た り 配 当 金 ― ― 

（注）１．2025 年 10 月期の 1 株当たり当期純利益は、新株発行数（259,400 株）を含めた

予定期中平均株式数により算出しております。 
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【2025 年 10 月期業績予想の前提条件】 

（１） 当社全体の見通し 

 次期の経済状況につきましては、世界経済の減速を理由に、世界的にインフレ鈍

化が進み、米国では緩やかな利下げが続く中で、円安圧力は弱くなるものと想定し

ております。また、日本経済は人手不足が一巡し、インフレ率は落ち着くものと想

定しております。 

 このようななか、次期業績予測につきましては、材料、人件費ともにほぼ横這い

に推移すると想定しております。 

（２） 業績予想の前提条件 

① 売上高及び売上原価、売上総利益 

当社は治験開発段階にあり、売上高及び売上原価の計上はないものと予想しており

ます。 

② 販売費及び一般管理費 

前期実績を考慮した見積もりに加え、治験のための開発費、上場関係費用等を考慮

し、営業利益は△263,000 千円と予想しております。 

③ 営業外損益、経常利益 

上場時調達に係る費用、借入のための利息を考慮し、経常利益は△305,000 千円と

予想しております。 

④ 当期純利益 

法人税等を 950 千円と見積もり、当期純利益は、△305,950 千円と予想しておりま

す。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本開示資料は、投資者に対する情報提供を目的として将来の事業計画等を記載したものであって、投資勧誘を目的と

したものではありません。当社の事業計画に対する評価及び投資に関する決定は、投資者ご自身の判断において行わ

れるようお願いいたします。 

また、当社は事業計画に関する業績目標その他の事項の実現・達成等に関して蓋然性を如何なる意味においても保証

するものではなく、その実現・達成等に関して一切責任を負うものではありません。 

本開示資料に記載されている将来に係わる一切の記述内容（事業計画に関する業績目標も含みますがそれらに限られ

ません。）は、現時点で入手可能な情報から得られた当社の判断に基づくものであり、将来の経済環境の変化等を含む

事業計画の前提条件に変動が生じた場合その他多様な要因の変化により、実際の事業の状態・業績等は影響を受ける

ことが予想され、本開示資料の記載内容と大きく異なる可能性があります。 



2024年10月期  決算短信〔日本基準〕（非連結）
2025年１月30日
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コード番号 311A https://neopt.jp/
代表者 （役職名）代表取締役 （氏名）原  健一郎
問合せ先責任者 （役職名）取締役 （氏名）大貫  篤志 ＴＥＬ   03（6455）7150
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（百万円未満切捨て）

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年10月期 － － △191 － △195 － △157

2023年10月期 － － △177 － △194 － △202

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2024年10月期 △35.26 － － － －
2023年10月期 △46.09 － － － －

（参考）持分法投資損益 2024年10月期 －百万円 2023年10月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年10月期 71 32 31.87 4.94

2023年10月期 52 37 51.64 6.14

（参考）自己資本 2024年10月期 22百万円 2023年10月期 27百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2024年10月期 △130 △9 168 58

2023年10月期 △195 △5 135 29

年間配当金
配当金総額

(合計)
配当性向

純資産
配当率中間 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年10月期 0.00 0.00 0.00 0 0 0

2023年10月期 0.00 0.00 0.00 0 0 0

2025年10月期（予想） － － － －

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 － － △263 △305 △305 △63.65

１．2024年10月期の業績（2023年11月１日～2024年10月31日）

（注）１.潜在株式調整後１株当たり純利益につきましては、潜在株式は存在するものの、2023年10月期において当社株
式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

（２）財政状態

（３）キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2025年10月期の業績予想（2024年10月１日～2025年10月31日）
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①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2024年10月期 4,611,300株 2023年10月期 4,457,900株

②  期末自己株式数 2024年10月期 －株 2023年10月期 －株

③  期中平均株式数 2024年10月期 4,480,707株 2023年10月期 4,398,645株

※  注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更              ：無

③  会計上の見積りの変更                ：無

④  修正再表示                          ：無

（２）発行済株式数（普通株式）

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる場合があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況（３）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当期におけるわが国の経済は、堅調なインバウンド需要に加え、雇用・所得環境の改善により緩やかな改善が見ら

れるものの、金融資本市場の変動や不安定な国際情勢など、国内景気は依然として不透明な状況が続いています。

　このような環境の中、当社では「がん免疫細胞療法（開発コード：NPT001-HTY）」の治験計画届書が独立行政法

人医薬品医療機器総合機構（PMDA）に受理され、PMDAによる30日間の調査期間が2024年12月11日に終了したことに

伴い、臨床試験を開始いたします。

　その結果、当期の業績は、研究開発段階にあるため売上高の計上はなく、研究開発費を含む一般管理費を191百

万円計上した結果、営業損失は191百万円（前年同期は営業損失177百万円）、経常損失は195百万円（前年同期は

経常損失194百万円）、当期純損失は157百万円（前年同期は当期純損失202百万円）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

当事業年度末における流動資産は66百万円となり、前事業年度末に比べ15百万円増加いたしました。これは主に現

金及び預金が28百万円増加したことによるものであります。固定資産は５百万円となり、前事業年度末に比べ２百

万円増加いたしました。これは投資その他の資産が２百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は、71百万円となり、前事業年度末に比べ18百万円増加いたしました。

（負債）

当事業年度末における流動負債は33百万円となり、前事業年度末に比べ17百万円増加いたしました。これは主に短

期借入金が20百万円増加したことによるものであります。固定負債は５百万円となり、前事業年度末に比べ５百万

円増加いたしました。これは資産除去債務が５百万円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、38百万円となり、前事業年度に比べ23百万円増加いたしました。

（純資産）

当事業年度末における純資産合計は32百万円となり、前事業年度末に比べ４百万円減少いたしました。これは主に

当期純損失157百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は31.8％（前事業年度末は51.6％）となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ29百万円増加し、58

百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果支出した資金は、130百万円となりました。これは主に、税引前当期純損失157百万円の計上によ

るものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は、9百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出6百万円に

よるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は、168百万円となりました。これは主に、株式の発行による収入148百万円による

ものです。

（４）今後の見通し

　次期の経済状況につきましては、世界経済の減速を理由に、世界的にインフレ鈍化が進み、米国では緩やかな利

下げが続く中で、円安圧力は弱くなるものと想定しております。また、日本経済は人手不足が一巡し、インフレ率

は落ち着くものと想定しております。

　このようななか、当社で開発しているPAPCワクチン（Personalized Antigen Presenting Cell Vaccine）は今

後、治験実施医療機関との間で治験の実施に係る契約を締結し治験を実施する予定です。

2025年9月期の通期の見通しにつきましては、いまだ研究開発段階にあるため売上高の計上はなく、営業損失263百

万円（当期は191百万円の営業損失）、経常利益は305百万円（当期は195百万円の経常損失）、当期純損失は305百

万円（当期は157百万円の当期純損失）を見込んでおります。
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　なお、上記の業績見通しは、現時点で入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて作成し

たものであり、実際の業績は様々な要因により異なる可能性があります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、日本基準を採用しております。

ＩＦＲＳの適用に関しましては、今後の動向を注視し、検討してまいります。
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（単位：千円）

前事業年度
（2023年10月31日）

当事業年度
（2024年10月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 29,960 58,789

前渡金 5,988 1,277

未収還付消費税等 12,183 4,946

その他 2,406 1,134

流動資産合計 50,539 66,148

固定資産

投資その他の資産

出資金

差入保証金

2,451

－

－

5,324

投資その他の資産合計 2,451 5,324

固定資産合計 2,451 5,324

資産合計 52,990 71,473

負債の部

流動負債

短期借入金 － 20,000

未払金 10,552 7,506

未払法人税等 2,461 2,891

その他 2,393 2,819

流動負債合計 15,407 33,217

固定負債

資産除去債務 － 5,256

固定負債合計 － 5,256

負債合計 15,407 38,474

純資産の部

株主資本

資本金 346,900 423,600

資本剰余金

資本準備金 346,600 423,300

資本剰余金合計 346,600 423,300

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △666,130 △824,114

利益剰余金合計 △666,130 △824,114

株主資本合計 27,369 22,785

新株予約権 10,213 10,213

純資産合計 37,583 32,999

負債純資産合計 52,990 71,473

３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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（単位：千円）

前事業年度
（自2022年11月１日

至2023年10月31日）

当事業年度
（自2023年11月１日

至2024年10月31日）

売上高 － －

売上原価 － －

売上総利益 － －

販売費及び一般管理費  177,258  191,878

営業損失（△） △177,258 △191,878

営業外収益

受取利息 0 0

匿名組合解約益 － 548

受取手数料 137 －

その他 106 1,396

営業外収益合計 245 1,946

営業外費用

支払利息 － 818

支払手数料 16,780 4,880

匿名組合投資損失 87 －

その他 166 31

営業外費用合計 17,033 5,730

経常損失（△） △194,047 △195,662

特別利益

契約解除益 － 50,000

特別利益合計 － 50,000

特別損失

減損損失 　8,391 　12,056

特別損失合計 8,391 12,056

税引前当期純損失（△） △202,438 △157,718

法人税、住民税及び事業税 290 265

法人税等合計 290 265

当期純損失（△） △202,728 △157,984

（２）損益計算書
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（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計

株主資本

合計

新株予約権 純資産合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 279,950 279,650 279,650 △463,402 △463,402 96,197 8,411 104,608

当期変動額

新株の発行 66,950 66,950 66,950 － － 133,900 － 133,900

当期純損失（△） － － － △202,728 △202,728 △202,728 － △202,728

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － － － － 1,802 1,802

当期変動額合計 66,950 66,950 66,950 △202,728 △202,728 △68,828 1,802 △67,025

当期末残高 346,900 346,600 346,600 △666,130 △666,130 27,369 10,213 37,583

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計

株主資本

合計

新株予約権 純資産合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 346,900 346,600 346,600 △666,130 △666,130 27,369 10,213 37,583

当期変動額

新株の発行 76,700 76,700 76,700 － － 153,400 － 153,400

当期純損失（△） － － － △157,984 △157,984 △157,984 － △157,984

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － － － － － －

当期変動額合計 76,700 76,700 76,700 △157,984 △157,984 △4,584 － △4,584

当期末残高 423,600 423,300 423,300 △824,114 △824,114 22,785 10,213 32,999

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自2022年11月１日　至2023年10月31日）

当事業年度（自2023年11月１日　至2024年10月31日）
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（単位：千円）

前事業年度
（自　2022年11月１日

至　2023年10月31日）

当事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △202,438 △157,718

契約解除益 ― △50,000

減損損失 8,391 12,056

匿名組合解約益 ― △548

受取利息 △0 △0

未収消費税等の増減額(△は増加) △3,567 7,237

前渡金の増減額 3,312 4,710

未払金の増減額 342 △3,045

未払法人税等(外形標準課税)の増減額 309 △351

その他 △1,367 6,973

小計 △195,019 △180,687

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 ― △340

契約解除の受取額 ― 50,000

法人税等の支払額 △290 515

営業活動によるキャッシュ・フロー △195,308 △130,511

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △841 △6,626

無形固定資産の取得による支出 △4,250 △227

匿名組合出資金の払戻による収入 ― 3,000

敷金の差入れによる支出 ― △5,324

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,091 △9,178

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 ― 20,000

株式の発行による収入 133,900 148,520

新株予約権の発行による収入 1,802 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー 135,702 168,520

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △64,696 28,829

現金及び現金同等物の期首残高 94,657 29,960

現金及び現金同等物の期末残高 29,960  58,789

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

前事業年度 当事業年度

有形固定資産 8,391 11,828

無形固定資産 － 227

（重要な会計上の見積り）

１．固定資産の減損損失

(１)当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社の事業は、医薬品開発事業のみの単一セグメントとなっており、独立したキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位として全体を１つの資産グループしております。

減損の兆候が存在する資産グループについては、当該資産グループから生じると見込まれる将来キャッシュ・フロ

ーに基づき減損の要否の判定を実施ております。

営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、割引前将来キャッシュ・フローの総額が固定資産の帳簿価額

を下回っていることから帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、回収可能額は使用価値により測定しており、割引前将来キャッシュ・フローの総額がマイナスのため、零と

評価しております。

（持分法損益等）

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。

（セグメント情報等）

前事業年度(自 2022年11月１日 至 2023年10月31日)

当社の事業セグメントは、医薬品開発事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度(自 2023年11月１日 至 2024年10月31日)

当社の事業セグメントは、医薬品開発事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

前事業年度
（自　2022年11月１日

至　2023年10月31日）

当事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

１株当たり純資産額 ６円14銭 ４円94銭

１株当たり当期純損失 △46円9銭 △35円26銭

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期

中平均株価を把握できないため、また、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

２．2022年11月30日に１株を2,000株とする株式分割を行っており、前事業年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純損失及び期中平均株式数を算定しております。

３．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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前事業年度
（自　2022年11月１日

至　2023年10月31日）

当事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

１株当たり当期純損失

（△）

当期純損失（△）（千

円）
△202,728 △157,984

普通株主に帰属しない金

額（千円）
― ―

普通株式に係る当期純利

益（千円）
△202,728 △157,984

普通株式の期中平均株式

数（株）
4,398,645 4,480,707

希薄化効果を有しないた

め潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の

算定に含めなかった

潜在株式の概要

第１回新株予約権

660,000株

詳細は、（ストック・オプション等関
係）に記載のとおりであります。
第２回新株予約権

110,000株

詳細は、（ストック・オプション等関

係）に記載のとおりであります。

第１回新株予約権

660,000株

詳細は、（ストック・オプション等関
係）に記載のとおりであります。
第２回新株予約権

110,000株

第３回新株予約権

235,000株

詳細は、（ストック・オプション等関
係）に記載のとおりであります。

前事業年度
（自　2022年11月１日

至　2023年10月31日）

当事業年度
（自　2023年11月１日

至　2024年10月31日）

純資産の部の合計額(千円) 37,583 32,999

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 10,213 10,213

（うち新株予約権（千円）） （10,213） （10,213）

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 27,369 22,785

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数(株)
4,457,900 4,611,300

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（１）払込期日 2025年１月28日（火曜日）

（２）発行新株式数 普通株式 259,400 株

（３）発行価格 １株につき 1,200 円

（４）発行価格の総額 311,280,000 円

（５）増加する資本金及

び資本準 備金に関

する事項

増加する資本金 155,640,000 円

増加する資本準備金 155,640,000 円

（重要な後発事象）

（新株式の発行）

当社は、2024年12月19日開催の取締役会において決議いたしました新株式発行に関し、2025年１月28日、払込手続きが完

了いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。

１．特定投資家向け取得勧誘による新株式発行の概要
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（６）募集又は割当方法

（割当予定先）

特定投資家向け取得勧誘により、以下のとおり割り当てます。

法人 15社 252,900 株

個人 ２名 6,500 株

現在の発行済株式総数 4,611,300 株

今回の増加株式数（予定） 259,400 株

増資後の発行済株式総数（予定） 4,870,700 株

２．今回の増資による発行済株式総数の推移
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